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心肺蘇生等の応急手当に係る取組の実施について 
 

 先般、児童が小学校の学校給食を喉に詰まらせて窒息する事故が発生しました。こうし

た事故の発生時には、児童生徒等の命を守るため、直ちに救急要請するとともに、AED の

使用も含めて、心肺蘇生等の応急手当を迅速かつ適切に行うことが重要です。 
 応急手当に関しては、第 3 次学校安全の推進に関する計画（令和 4 年 3 月 25 日閣議決

定）において、教員養成段階における学校安全の学修の充実の主要指標として「教員養成

機関における、AED を用いた実習を含む一次救命措置（BLS）の実施状況」（参考１）が

掲げられており、また、現職段階の研修についても、文部科学省から「自動体外式除細動

器（AED）の適切な管理等について（令和 5 年 11 月 30 日事務連絡）」（参考２）等にお

いて、緊急時の一次救命処置が迅速かつ適切に行われるよう、日頃から訓練を行うこと等

について呼びかけているところです。 
 一方で、文部科学省の調べによると、教員養成段階において必修となっている授業にお

いて AED を用いた実習を行っている大学は全体の 11.7%、一次救命処置に関する内容

（具体的な内容の座学や実習等）を含んでいる大学は全体の 31.1%となっており、このう

ち、「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域との連携及び学校安全へ

の対応を含む。）」に該当する授業において AED を用いた実習を行っている大学は全体の

1.2％、一次救命処置に関する内容（具体的な内容の座学や実習等）を含んでいる大学は全

体の 5.7%（参考３）となっています。 

学校で児童生徒等の重大事故等が発生した場合、救急要請することに加え、適切な応急手当等を

行うことが重要です。また、有事の際に躊躇せず対応するためには、消防等の協力を得つつ、応急

手当の手法等について実習を通じて学んでおくことが効果的です。このたび、教員養成段階・現

職段階それぞれにおいて、消防本部等との連携のポイント等を整理しましたので、実習を通じた

学修・研修の機会の確保について、積極的に取り組んでいただくようお願いします。 

資料２ 



また、現職段階においては、各学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学

校等）において、教職員を対象とした AED の使用を含む応急手当の実習を行っている割

合は 84.4%、教育活動中の子供の重大事故を想定した職員向けの訓練等を実施している割

合は 53.4%（参考４）となっています。 
 消防庁統計によれば、一般市民が心肺停止を目撃した際、応急手当を実施した場合に

は、しなかった場合と比較して、1 か月後生存率が約 2 倍、事故後の社会復帰率が約 3
倍、さらに、AED を使用し除細動を実施した場合、使用しなかった場合と比較して、1 か

月後生存率が約 3.5 倍、社会復帰率が約 4.1 倍になることが示されています。（参考５） 
従って、教職員が児童生徒等の重大事故等に遭遇した場合に、救急要請することに加

え、救急隊到着までの間、適切な応急手当・AED の使用を行うことが重要と言えます。 
 こうした状況を踏まえ、教員養成段階・現職段階それぞれにおける応急手当に係る取組

の推進にあたって御留意いただきたいことを下記のとおり周知します。 
大学の教職課程で学ぶ学生が将来教職に就いた際、また、現職の教職員がいざというと

きに躊躇せず対応できるよう、AED を用いた実習を含む応急手当に係る取組について、よ

ろしくお取り計らいいただきますようお願いします。 
 なお、本通知の内容は消防庁と協議済みであり、全国各地の消防本部に周知するととも

に、教職員等に対する応急手当講習の実施について協力を依頼していることを申し添えま

す。 
 

記 
 
１．教育機関と消防本部等との連携等について 
【共通事項】  
学校の管理下において事故等が発生した際、学校及び学校の設置者は、児童生徒等の生命

と健康を最優先に迅速かつ適切な対応を行うことが重要であり、そのためには、学校の体制

を整備し組織として対応できるようにしておくとともに、教職員が一次救命処置の方法や

心構えについて適切に理解を深め、習熟しておくことが必要です。 
 これらは、各地域の消防本部・消防署等が実施する応急手当講習により実技実習を含め

て学ぶことができます。いざというときに躊躇せず対応するためには、実習を通じた学び

が効果的であるため、現職の教職員はさることながら、教職課程で学ぶ学生が、「教育に

関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）」の授業等や教育実習の事前指導、また授業外の取組においても、こうした講習など

を通じて学ぶ機会が得られるよう、消防本部等と連携した計画的な取組について積極的に

御検討いただくようお願いします。 
 
 



【取組の参考となる事例】 
● 教員養成段階 
大阪教育大学では、「学校安全」教育活動の一環として、教員免許状を取得する者は、

普通救命講習等を必修とし、全学学生を対象に「普通救命講習会」（心肺蘇生法等）を実

施している。この「普通救命講習会」の講師は、大阪南消防組合による「応急手当普及員

講習」を受けた教職員が務めており、受講すると「普通救命講習修了証」が交付される。 
https://osaka-kyoiku.ac.jp/university/emergency/safety/kyumei/ 
 
● 現職段階 
 宮城県では、各学校において消防署等から外部講師を招いて「応急手当に関する研修」

を実施するなどし、心肺蘇生や AED 使用についての基礎的な知識や技術を身に付けると

ともに、事故発生時の校内での安全管理体制について教職員間で共通理解を図っている。 
https://www.pref.miyagi.jp/documents/51362/7ousyoubou.pdf 

 
２．消防本部等との連携の際のポイントについて 
（１）相談の際の留意点 
【教員養成段階】 
・学生向けの講習受講を希望する場合、希望する日程、所要時間、講習内容をおおよそ検

討のうえ調整ください。（別添１：応急手当講習の種類） 
・消防職員が大学等に出向いて講習を実施することを依頼する場合、大学の学部学科等で

まとめて実施できるよう工夫をお願いします。 
 
【現職段階】 
・学校の教職員向けの講習受講を希望する場合、希望する日程、所要時間、講習内容をお

およそ検討のうえ調整ください。（別添１：応急手当講習の種類） 
・消防職員が学校等に出向いて講習を実施することを依頼する場合、できるだけ 1 つの

学校に地域の教職員が集まる等し、まとめて実施できるよう工夫をお願いします。 
 
（２）相談先 

各地域で体制が異なる場合がありますが、実情に応じて窓口の案内を受けることができ

ます。 
【教員養成段階】 
・大学の設置者（大学、法人等）からの相談は、所轄市町村の消防本部まで連絡してくだ

さい。 
 
 

https://osaka-kyoiku.ac.jp/university/emergency/safety/kyumei/
https://www.pref.miyagi.jp/documents/51362/7ousyoubou.pdf


【現職段階】 
  ・学校の設置者（教育委員会、学校法人等）からの相談は、所轄市町村の消防本部まで連

絡してください。 
 ・各学校からの相談は、最寄りの消防署まで連絡してください。 
（３）補足 
【共通事項】 
・ 「応急手当普及員講習」を受講すると、他の教職員等へ知識・技術を直接伝達するまで

習熟が可能です。また、地域によっては、受講者自ら「普通救命講習」を開催し、修了

証の交付ができるところもあります。 
  ・教職課程で学ぶ学生や現職の教職員には実習を含む 「応急手当講習」の受講を推奨しま

すが、全員で講習受講の時間が取りにくい場合等には、消防庁 Web サイトで公開して

いる e-ラーニング「応急手当 WEB 講習」で座学部分を事前受講するなど、効率的に活

用することも考えられます。（別添２：e-ラーニング「応急手当 WEB 講習」）」 
【e-ラーニング「応急手当 WEB 講習」】 

  https://www.fdma.go.jp/relocation/kyukyukikaku/oukyu/ 
  

【担当】 
（教職課程における取組について） 
総合教育政策局教育人材政策課 
教員免許・研修企画室教職課程認定係 

電話：03-5253-4111（内線：2453） 
（現職教師等に関する取組について） 

総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 
安全教育推進室学校安全係 

電話：03-5253-4111（内線：2966） 
 
 

https://www.fdma.go.jp/relocation/kyukyukikaku/oukyu/


別添１ 

応急手当講習の種類 
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別添２ 

e-ラーニング「応急手当 WEB講習」 
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参考１ 

第 3次学校安全の推進に関する計画（令和 4年 3月 25日閣議決定） 

「教員養成における学校安全の学修の充実」に係る記載及び主要指標 

 

  



参考２ 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考：事務連絡の参考資料は以下にリンクに掲載しています 

https://www.mext.go.jp/content/20231130-mxt_kyousei01-1417343_00027_1.pdf  

https://www.mext.go.jp/content/20231130-mxt_kyousei01-1417343_00027_1.pdf


参考３ 

第 3次学校安全の推進に関する計画（令和 4年 3月 25日閣議決定）における 

「教員養成における学校安全の学修の充実」主要指標に該当する授業の状況 

 

 

●教員免許を取得する際に「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項」に該当する授

業に加えて「必修」としている学校安全に関する授業の状況 

 

 

●「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項」に関するカリキュラムにおける主要指

標に該当する授業の状況 

 



参考４ 

 

学校安全の推進に関する計画に係る取組み状況調査（令和 3年度実績） 

（抜粋） 

 

 

 

 

 

※参考：調査結果全体版は以下のリンクに掲載しています 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/report-gakkouanzen/index.html 

  

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/report-gakkouanzen/index.html


参考５ 

応急手当の救命効果 
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